
１．アメリカ

ＧＤＰ：2008年10-12月期は前期比年率▲6.3％成長
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住宅投資寄与

（前期比年率、％）

純輸出寄与

設備投資寄与

消費寄与

その他寄与

（備考）アメリカ商務省より作成。

   　　消費：消費は減少している。
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（1985年＝100）

（月）
（年）

消費者信頼感
将来指数
（右目盛）

景気は後退しており、金融危機と実体経済悪化の悪循環により、急
速に深刻化している。先行きについては、悪循環がさらに強まり、景
気後退が一層厳しく、長期化するリスクが高い。

（備考）アメリカ商務省より作成。
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（備考）アメリカ商務省、FRBより作成。

自動車販売

平均年間販売台数（99～08年）
1,643万台

（年率、万台）

3月：984万台

２月：490万台

自動車販売台数

自動車国内生産台数

（月）
（年）

（期）
（年）

フリート販売の増加
販売インセンティブ
の拡大
経済対策による
税額控除
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(前年同月比、％)

失業率(右目盛)

（前月差、万人）

3月
▲66.3万人

非農業雇用者数

(備考)  アメリカ商務省より作成。

住宅：住宅建設は大幅に減少している。
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着工･許可(万戸) 販売件数(万戸)

（月）
（年）

07年12月の景気後退以来
▲513万人

（月）
（年）

（備考）アメリカ労働省より作成。

住宅取得可能指数

住宅ローン金利
（30年固定、右目盛）

住宅ローン申請指数
（購入用）

時間当たり賃金
（右目盛）

(備考)  1. アメリカ商務省より作成。
          2. 住宅取得可能指数は、住宅価格、住宅ローン金利及び所得から家計の住宅
　　　　　　の入手しやすさを表す。

住宅取得環境
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（億ドル、前月差平均）

回転信用残高（前月差平均）

（月次）

非回転信用残高（前月差平均）

消費者信用残高（前月差平均）

消費者信用残高

（備考）1．連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
　　　　2．四半期データは各月前月差の値の平均、月次データは前月差。

（期/月）
（年）

雇用：雇用者数は大幅に減少しており、失業率は急速に上昇している。

3月
8.5％

着工　　　　2月：　58.3万件（前月比22.2％増）
許可　　　　2月：　54.7万件（前月比 6.2％増）
新築販売　2月：　33.7万件（前月比 4.7％増）
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鉱工業生産指数
（総合)

設備稼働率
（製造業、右目盛）
2月：66.8％

生産：生産は大幅に減少している。

(備考)1．アメリカ労働省より作成。
　　　　2．コア指数は、総合指数からエネルギーと食料を除いた指数である。
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エネルギー
(右目盛)

（前年同月比、％）
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ＣＰＩ総合指数

（前年同月比、％）
物価：コア物価上昇率は低下している。

(備考)FRBより作成。

（指数）設備投資：設備投資は大幅に減少している。

(備考)アメリカ商務省より作成。
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IT投資寄与

（月）
（期）
（年）

IT以外の投資寄与

コア資本財受注
（前期比）

民間設備投資
08年4Q：▲21.7％

構築物投資寄与
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ＩＳＭ製造業景況指数
総合

3月：36.3

ISM製造業景況指数
新規受注
3月：41.2

ＩＳＭ製造業景況指数

(備考)全米供給管理協会（ISM）より作成。
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ＯＥＣＤ見通し

（年率、10億ドル）
実質GDP水準

ブルーチップ
見通し

主要国際機関等による見通し

（前期比年率、％）

（期）
（年）

実質GDP成長率

（前年比、％）

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4
ＯＥＣＤ ▲ 7.2 ▲ 4.3 ▲ 1.8 ▲ 0.4 0.5 0.9 1.2 1.8
ブルーチップ ▲ 5.1 ▲ 2.1 0.4 1.6 2.3 2.7 2.9 3.1

2009年 10年

（備考）アメリカ商務省、OECD "Economic Outlook Interim Report"（09年3月31日）、
　　　 ブルーチップ・インディケータ（4月10日号）、IMF "Global Economic
       Policies and Prospects"（09年3月19日）より作成。
 

　　　　　　不良資産買取のための官民投資プログラム（ＰＰＩＰ）
　　　　　　　　　　　　　　（09年3月23日発表）
　
　○不良資産の買取規模：5,000億ドル（将来的には1兆ドル規模に拡大
  　の可能性）
　　※ 08年10月に成立した緊急経済安定化法に基づく不良債権買取
    　 プログラム（ＴＡＲＰ）の資金から750～1,000億ドルを支出

　１．不良貸出債権プログラム（Legacy Loan Program）
　　○銀行から不良貸出債権を買い取る官民投資ファンド（Public-Private
　　　 Investment Fund）を創設
　　○財務省が民間資本と同額の出資を行うとともに、ＦＤＩＣ（米預金保
    　険公社）が官民出資額合計の最大６倍までの債務保証を提供
　　○ＦＤＩＣが官民投資ファンドの資金調達、業務等を監督
　　○資産買取に当たっては、ＦＤＩＣが入札を実施し、最高価格を提示し
    　た投資家がプログラムに参加（財務省による出資やＦＤＩＣの債務保
    　証を受ける）

　２．不良証券プログラム（Legacy Securities Program）
　　①ターム物資産担保証券貸出ファシリティ（ＴＡＬＦ：Term-Asset
    　Backed Securities Loan Facility）の不良証券への拡大
　　○資産担保証券（ＡＢＳ）を購入する投資家に対する貸出プログラム
    　（ＴＡＬＦ）を、住宅ローン担保証券（ＲＭＢＳ）、商業用不動産ローン
    　担保証券（ＣＭＢＳ）等を含む不良証券（ＡＡＡ格に限る）の購入にも
　　　拡大
　
　　②民間投資家と連携した不良証券投資ファンド
　　○ＲＭＢＳ、ＣＭＢＳを含む不良証券（ＡＡＡ格に限る）を買い取る不良
　　　証券投資ファンド（Legacy Securities Investment Fund）を創設
　　○ファンドの運用を行うファンドマネージャーを５社程度選定する予定
　　　 （申請に基づき、09年5月15日までに選定の予定）
　　○財務省は民間投資家と同額の出資を行うとともに、出資額の50％
    　相当額の優先債務を引受け（ファンドマネージャーの要請により
    　100％まで拡大可能）

　 2009年 2010年
▲ 4.0 0.0
▲ 2.6 0.2

上位10社 ▲ 2.0 2.7
平均 ▲ 2.6 1.8
下位10社 ▲ 3.3 0.9

民間見通し

ＯＥＣＤ
ＩＭＦ


